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人文・社会科学研究の状況概観
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(科学技術指標や関連分析より)



人文・社会科学研究の状況概観

 人文・社会科学系の大学等の研究開発費(研究専従換算値)は、2000年度前半と
比べて減少。
 自然科学系分野と比べて、政府負担分（受託費、科学研究費、補助金等）や企業負担分の割合

が小さく、自己資金（運営営費交付金及び施設整備費補助金を含む） の割合が９割超と大きい。

 研究者は主に大学に在籍し、大学の研究者数は減少傾向。
 自然科学系と比べて、私立大学に在籍している研究者が多い。

 理工農学と比べて、女性比率は高い。

 公的機関、企業における人社系研究者の割合は低い。

 人口100万人当たりの修士・博士号取得者数は、諸外国に比して低く、修士及び
博士課程への大学院入学者数も減少。
 人文・社会科学系の学士号取得者数（人口100万人当たり）は諸外国との差は大きくない。

 研究成果（社会科学のみ）の特徴。
 共著者数は他の分野と比べて少ない:個人研究や小規模な共同研究が主体か。

 国際共著率は社会科学の中でも差異が大きい:経済・経営系で大きく、それ以外で低いが、
全体として上昇傾向。
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分野特性: 分野ごとの平均著者数とその時系列変化
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 いずれの分野でも、平均著者数は⾧期的に増加傾向。経済学・経営学、
社会科学・一般については、他の分野と比べて著者数が少ない(数学と同程度)。
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注2: 自然科学系分野の集計にはSCIE、経済・経営学、社会科学・一般の集計にはSSCIを用いている。
注3: 分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年を用いた。
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社会科学・一般の国際共著率は、もっとも小さいが、⾧期的には増加している。
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注1: クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, SSCI, 2017年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。
注2: 自然科学系分野の集計にはSCIE、経済・経営学、社会科学・一般の集計にはSSCIを用いている。
注3: 分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年を用いた。

活動・成果



研究計量に関するライデン声明（2015）

背景
 多くの研究評価で、論文の被引用数等の計量デー

タの利用

 この利用が適切であれば、計量データは、専門家（ピア）によ
る評定をより妥当、公正にするための補完

 データを補完材料として利用するのではなく、データに主導され、
引きずられた評価

 データや、それに基づいて計算される種々の計量的指標の意味
や性質が十分理解されないまま、誤って利用される例

 大学ランキングには、用いられている指標が恣意的である等の
指摘があるにも拘わらず、多くの大学や関係機関が毎年この順
位の変動に極めて敏感

 科学計量学の研究者はこれまでも計量データの適切な
利用のあり方を論じ、警告

 それらが結実した形で、2015年に「研究計量に関す
るライデン声明」(“The Leiden Manifesto for 
research metrics”)（以下「ライデン声明」という）を公表

 ライデン声明は10項目の原則(principles )から成り、研究評
価における計量データの利用についてのベストプラクティスや注
意点を示したもの

 研究者、管理者、評価者のすべてに対するガイドライン
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原則1 定量的評価は、専門家による定性的評定の支
援に用いるべきである。

原則2 機関、グループ又は研究者の研究目的に照らして
業績を測定せよ。

原則3 優れた地域的研究を保護せよ。

原則4 データ収集と分析のプロセスをオープン、透明、か
つ単純に保て。

原則5 被評価者がデータと分析過程を確認できるように
すべきである。

原則6 分野により発表と引用の慣行は異なることに留
意せよ。

原則7 個々の研究者の評定は、そのポートフォリオの定
性的判定に基づくべきである。

原則8 不適切な具体性や誤った精緻性を避けよ。

原則9 評定と指標のシステム全体への効果を認識せよ。

原則10 指標を定期的に吟味し、改善せよ。

(出典) Hicks, D., Wouters, P., Waltman, L., de Rijcke, S. and Rafols, I. The Leiden Manifesto for research metrics. 
Nature, 2015, 520(7548), 429‒431 (23 April 2015)

(和訳) STI Horizon, 研究計量に関するライデン声明, http://doi.org/10.15108/stih.00050 , 2016, Vol.3 No. 4

※人文・社会科学に特に関連する原則3,原則6に太字

背景



人文・社会科学系に特に関連するライデン声明の原則

原則3 優れた地域的研究を保護せよ。

世界の多くの地域で、優れた研究は英語で発表されると見なされてい

る。例えば、スペインの法律は、同国の学者が高インパクトの雑誌に発表

することを望ましいとしている。インパクトファクターは、米国中心で、いまだに

ほとんどが英語であるWeb of Science収録の雑誌を対象に計算されて

いる。こうしたバイアスは、国・地域についての研究が多い人文・社会科学

において特に問題が大きい。他の多くの分野でも、国・地域という側面を持

つ。例えば、サハラ以南アフリカにおけるHIVの疫学などの例がある。

しかし、このような多元性や社会的関連性は、高インパクトのゲート

キーパーたる英語雑誌の関心を得るような論文を創出するために抑制され

る傾向がある。Web of Scienceで高引用を得ているスペインの社会学

者たちは、抽象モデルに⾧年取り組んでいるか、米国のデータの研究を

行っている。高インパクトのスペイン論文では、地域の労働法、高齢者のた

めの家族健康管理、移民の雇用などのトピックについての社会学者の独

自性が失われている。優れた地域的研究の発見・それらへの報奨の付与

のためには、高品質の非英語文献に基づいた計量が有用であろう。
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原則6 分野により発表と引用の慣行は異なることに留意せよ。

ベストプラクティスは、一揃いの指標候補を選び、分野によってその

中から選択できるようにすることである。数年前のことだが、欧州のある歴

史学者のグループが、その国のピアレビュー評定において比較的低い評

点を得たことがあったが、それは、このグループが、Web of Science に

収録される雑誌よりもむしろ図書に成果を発表しているためであった。こ

の歴史学者は不運なことに心理学の学科に属していた［歴史学者が

心理学の学科に属していたため、雑誌論文によってピアレビュー評定がな

されたという意味だと思われる］。歴史学者や社会科学者は、成果のカ

ウントに際して図書や自国語の論文が含まれることを要求するし、計算

科学者は会議論文がカウントされることを要求する。

分野により引用傾向は異なる。トップにランクされる雑誌のインパクト

ファクターは、数学ではおよそ3、細胞生物学ではおよそ30 である。［こ

の差を埋めるための］規格化した指標が必要である。最も頑健な規格

化法はパーセンタイルに基づくものであり、各論文は、それが属する分野

の被引用数分布中のパーセンタイル位置（例えばトップ1%、10%、

20%）に従って重み付けされる。非常によく引用される論文1 件は、

パーセンタイル指標に基づくランキングでは、大学の位置を僅かに上げる

程度だが、平均被引用数に基づくランキングでは、中位から一挙にトップ

まで押し上げることがあり得る。

注: [ ]部分は、翻訳者による補足。

背景



研究活動・成果の多様性の可視化:
英国UKRIの事例
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小柴等・岡村麻子・村木志穂（2021）「英国における公的資金成果の試行的分析」，NISTEP DISCUSSION 
PAPER, No. 203, NISTEP, Tokyo. DOI: https://doi.org/10.15108/dp203



背景: 評価のスコープ拡大

論文・特許等にとどまらない，様々な角度からの包括的な評価が喫緊の課題

スコープの拡大

研究活動の過程で社会
のアクター（政策，産業，
市民等）とどのようなつな
がりがあるか?

研究のオープン化はどの
程度進んでいるか?

社会的課題解決，イノ
ベーション創出，ウェル
ビーイング達成等の目的
にどのように貢献している
か?

インプット，アウトプット，
アウトカム，インパクトを
どのように一元的に把握する
か?

研究活動はどのように多
様化しているか?

分野ごとにどのような違い
があるか?

アウトプット ・ アウトカム ・ インパクトをどのように定義し，どのように測定するのか?

課題（例）
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活動・成果の多様性

科学技術政策から科学技術・イノベーション（STI）政策へと目的・スコープが拡大しているのに伴い、評価も
インプットやアウトプットのみならず，アウトカムやインパクトを重視するよう、スコープが拡大している



概要

 英国における競争的資金の多くをカバーする UKRI の DB 
 DB名称:Gateway to Research (GtR)
 運営機関:UKRI (UK Research and Innovation)

 目的:公的資金による研究プロジェクトの透明性確保と知識共有
 分野:人文・社会科学 から 自然科学まで 全分野をカバー
 内容:2006年以降の助成プロジェクトを対象に，多様な種別のアウトプット，アウトカム，イン

パクトを一元的に記録 （助成期間中及び終了後5年間は入力義務あり）
 プロジェクト数 11万件，これらに紐付く アウトプット 90万件，アウトカム74万件 を公開

 研究活動・成果には分野間での特徴の違いや研究プロジェクト間に指向性の違いがあることを観
察
• 人文・社会科学の中でも特徴は異なる

 注意:
• UKRI傘下の研究会議等が助成する主に競争的資金の研究プロジェクトを対象としており、

高等教育機関を対象としたREF(Research Excellence Framework)とは別の枠組み
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我が国における今後の研究評価の在り方の検討に資することを念頭に、英国における公的資金助成による
研究プロジェクトレベルの成果情報の分析を紹介

活動・成果の多様性



UKRI (UK Innovation and Research) の構成

2018年に
既存の複数組織を
統合する形で発足
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人文・社会科学
系の研究会議

活動・成果の多様性

英国政府 研究開発・高等教育予算総額において UKRIが占める割合は約6割（2019年）。
GtRがカバーするのは、全体の4割程度。



GtR (The Gateway to Research) のデータ内容
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インプット アウトプット アウトカム インパクト

Projects

People

Organizat ion

助成種別: 34種類

Publicat ions Outcomes

出版種別: 19種類 アウトカム種別: 大項目13
種、小項目81種

Classif icati ons

ID、 タイトル、概要、期間、助成額、助成
機関、助成種別、研究トピックス、受託機
関、受託研究者等

氏名、ORCID、研究プロジェクト、所属
組織、所属部門等

機関名称、地域、研究プロジェクト

研究プロジェクト情報、研究トピックス（研究分野に相当）または国際疾病分類

研究プロジェクトID、
出版種別、タイトル、
著者、発行年月日、
DOI、PubMedID、出版
物種別等

研究プロジェクトID、アウトカム種別、
概要、インパクト等

研究トピックス数: 628
※国際疾病分類含む

• カバーするアウトプット、アウトカムの種類が豊富
• プロジェクト単位，研究者単位，組織単位，研究分野単位等でデータが入手できる

芸術的・創造的成果、製品、
研究ツール・手法、研究用
データベース・モデル、ソフト
ウェアおよび技術製品、 知
的財産等

出版物以外の成果物 インパクト創出へのプロセス

普及活動、協働、政
策への影響、スピンア
ウト、追加資金調達
等

概要の記述, インパクト
が初めて実現した年，イ
ンパクトの種類，インパ
クトを及ぼす領域

論文、学会予稿、書籍チャ
プター、書籍、ワーキングペー
パー等

インパクト

注）下図は、GtR掲載データをインプット、アウトプット、アウトカム、インパクトの概念に沿って整理したもの。

活動・成果の多様性



 アウトプット (Publications) の多くはジャーナル論文であるが，学会予稿，書籍のチャプ
ター等も主なアウトプット

 数は少ないものの特徴的なものとして
 プレプリント: 昨今のオープンサイエンス，研究活動の変容を反映
 ポリシーブリーフ，システマティックレビュー等: 政策へのインプットを念頭に置いたアウトプット
 技術レポート，技術標準化，特許等: 産業に近いところでのアウトプット

アウトプット※:内訳

※注意:特許についてはPublicationsにも少数登録されているが，多くの場合はOutcomesにおいて知的財産として登録されている可能性が高い。

（※ GtRにおけるPublications に含まれる出版物としての成果物）

活動・成果の多様性
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 Artistic and Creative products: 芸術的・創造的成果

 Research Tools and Methods: 研究ツール・手法

 Research Databases and Models: 研究用データベー
ス・モデル

 Software and Technical products: ソフトウェアおよび
技術製品

 Collaboration: 協働活動

 Dissemination: 普及活動

 Further Funding: 追加資金調達

 Intellectual Property: 知的財産

 Policy Influence: 政策への影響

 Product Interventions: 製品

 Spin out: スピンアウト

 Impact Summary: 影響の概要

 Key Findings: 主要な研究成果

アウトカム※:内訳

上記13分類について，更に下位項目があり
下位レベルでは 全81種類

なお，上図は単純数に基づくため，大規模なDB1件も，ニュースリリース1件も等価

（※ GtRにおけるOutcomes に含まれる短中期的な効果、
出版物以外の成果物等）

活動・成果の多様性
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Outcomesの項目

 アウトカム（Outcomes）のうち約半数は普及活動
 詳細項目として、講演・プレゼンテーション、ワークショップ等への参加、公式なワーキンググループ・

専門家パネルへの参加等

 協働活動、追加資金調達、政策への影響等も主要な活動として報告されている



協働活動（Collaboration）の概要

協働相手‒地域別（log2に基づく対数表現）

Collaborationの詳細

Collaborationのインパクト
16

協働相手‒セクター別

市民，NPO等
（20%）

大学等（60%）

民間（15%）

研究過程でのマルチステークホルダーエンゲージメント
（多様な主体の参画）の進展を示唆:

 アカデミックな範囲での共同研究や、産学連携にとどまらず、
市民・NPO等の社会のアクターとの連携も一定程度あること
に注目

件数としては少ないが病院との共同研究も

※ただし実際の協働内容については精査が必要

活動・成果の多様性



分野と，アウトプット・アウトカムの構成比
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分
野

分
類

（
※

）

アウトプット
（Publications）

アウトカム
（Outcomes）

人文・
社会科学系

数学・物理学・
天文学系

医学系

情報科学系

環境学系

化学系

農学
系

工学A

工学B

分子生物学系

薬学・病理学系

活動・成果の多様性

※GtR の 約600の研究分野（Research Topics）を 科研費大分類に対応付けて表示

 どの分野も論文の比率が高いが、分野間で程度の差が大きい
 人文・社会科学系(大分類A) は論文よりも普及活動（Dissemination）の割合が大きい



 人文・社会科学系においても、論文が最も多く報告されているが，その集中度については分野間
の差が大きい
 集中度が高い（6-8割）: 心理学系，歴史学系，思想芸術系
 集中度が低い（4割強）:法学系，文学・言語系

 法学系及び文学・言語学系では，学会予稿や書籍チャプターの割合が高い

アウトプット※ : 人文・社会科学系

※19種類中，上位10種のみ
（各分野，98%程度をカバー）

人文・社会科学 という枠の中だけでも，さまざまな違いがある

シェア

実数

活動・成果の多様性
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（※ GtRにおけるPublications に含まれる
出版物としての成果物）



 普及活動関連が最も多く報告されているが，その集中度には分野間の差
 集中度が高い（7割程度）:法学関係，教育学関係，経済学関係
 集中度が低い（5割～６割）:思想・芸術系，歴史学系，心理学系

 協働活動も多く報告されている（特に歴史学・考古学、思想・芸術、心理学系で多い）
 思想・芸術系 や 文学・言語学系では芸術的・創造的成果がやや多い

アウトカム※ : 人文・社会科学系

researchDatabase
AndModel

softwareAnd
TechnicalProduct

シェア

実数

活動・成果の多様性
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（※ GtRにおけるOutcomes に含まれる短中期的な効果、
出版物以外の成果物等）



 研究プロジェクトの活動・成果の多様な指向性を観察
 論文以外の成果をほとんど出していないプロジェクト群（Cls2）、論文出版と普及活動を

同程度行うプロジェクト群（Cls1）、普及活動の割合が高いプロジェクト群（Cls5）、
政策への影響の割合が高いプロジェクト群（Cls7）等

成果物（アウトプット，アウトカム）の組合せにどのような特徴があるか
活動・成果の多様性
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 科学技術政策からSTI政策へと目的・スコープが拡大しているのに伴い、評価
もインプットやアウトプットのみならず，アウトカムやインパクトを重視するよう、
スコープが拡大

 英国UKRIが公開するGtRはその一例
 GtR で公開されているデータは，量，カバーする範囲等非常に広範であり，現時点

で公開されているもののなかで最も大規模
 アウトプット、アウトカムを多様な尺度でみると、分野間で大きな特徴があるこ

とも観察（人文・社会科学の中でも特徴は異なる）
 分野間の違いだけでなく、論文主体、普及活動が多い、政策関連の活動が

多いなど、研究プロジェクトの性格や指向性の違いも観察

 我が国における今後の研究評価の在り方の検討への示唆
現場の負担等には十分注意しながらも、多種多様な研究成果を，制度横

断的に一元的に収集・管理するとともに，データベースを公開するシステムが
必要

多様な側面からの研究活動やそのインパクトの捕捉、分野別・研究プロジェ
クトの性格別の研究評価指標の検討

論文のみを指標とする狭義の研究評価にとどまらない多様な視点からの研
究評価のあり方の提言，地域性やそれぞれの強みの可視化

まとめ:研究活動・成果の多様性の可視化
活動・成果の多様性
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科学技術と社会の指標:

22

責任ある研究・イノベーション（RRI）
の測定を中心に

政策研究大学院大学 SciREXセンター 「科学技術イノベーションと社会に関する測定」 PJ（2016年4月～2019年3月）
における成果を中心にしたもの



背景
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科学と社会

 科学技術が将来社会へもたらす正負の影響への関心の高まり、対応の必要性
 欧州を中心として 責任ある研究・イノベーション (RRI: Responsible Research and Innovation) の議論が盛んに

 STIが社会課題の解決や新たな価値創造につながるためには、研究開発の初期段階から社会のニーズや
方向性を捉えつつ、多様なアクターが相互に協調し連携していく仕組みへの転換

 社会的課題解決や社会的インパクトを重視

 日本でも、科学技術と社会の関係がより強調されつつある
 2020年 科学技術・イノベーション基本法への改正

 2021年科学技術基本計画から科学技術・イノベーション計画への変更
• 人文・社会科学と自然科学の融合による「総合知」を活用した社会課題解決や、一人ひとりの多様な幸せ

（well-being）の実現のための包摂性を持った社会構築

 これまでの科学技術基本計画等での言及箇所
• 国民の科学技術リテラシー向上や理解増進（第1期）
• 科学者・研究者側の倫理や社会的責任（第２期）
• ELSI（第３期）
• 科学と社会におけるよりインタラクティブなチャネル構築（第２期）
• ステークホルダー間の対話と協働（第５期）
• 市民参画やシチズンサイエンス（第６期） 等

 統計や指標のスコープの拡大
 企業や大学などの制度化された機関におけるインプット・活動や論文などの成果物の捕捉が中心

→ 多様な側面で科学技術と社会の接点・関係性を捉える指標が今後重要になる可能性が高い

 人文・社会科学からの積極的な貢献が必要



RRI: Responsible Research and Innovation とは

 研究・イノベーションのサイクル全体で社会のアクター（研究者、市民、政策担当者、企業、
NGO等）の協力を促すことで、研究開発の方向性と社会の価値観やニーズとの整合性
を高めつつ、研究・イノベーションシステムの変革プロセスを促していくことを目的

 倫理的・法的・社会的な課題(ELSI: Ethical, Legal and Social Issues)や先見的ガ
バナンス（Anticipatory Governance）、テクノロジー・アセスメント等をルーツとする責
任ある研究イノベーション(RRI: Responsible Research Innovation)の議論の延⾧

 2010年代初頭に欧州委員会の政策において概念化、ファンディング等を通じた具体化

• 予見性・省察性

• 多様性・包摂性

• 応答性・順応的変化

• 開放性・透明性

▼ 重要な要素
• ジェンダー
• 科学リテラシーと科学教育
• パブリックエンゲージメント
• オープンアクセス
• 倫理
• ガバナンス

▼ 6つの軸（Key）

24

科学と社会

予見性・省察性:研究活動から生じる意図した結果と意図し
ない結果の両方を慎重に検討し、研究活動に内在する不確
実性やジレンマに備え、対応

多様性・包摂性:社会の関係者を早い段階から研究やイノ
ベーション活動に参加させ、研究がもたらす結果について継続
的かつオープンに対話

応答性・順応的変化:RRIプロセスを通じてもたらされた新し
い視点、洞察、価値などを、研究・イノベーション活動に反映

開放性・透明性:説明責任や社会的責任を果たすための前
提条件



EU‒研究助成を通じたRRIの実装化

 Horizon 2020の横断的テーマとして
Science with and for Society 
(SwafS) プログラム

 104の研究公募（Call）により197のプロジェク
ト実施（ 2014年～2020年）

• 研究倫理・インテグリティ関連 18件
• 科学教育関連 28件
• 科学人材・キャリア関連 29件
• ジェンダー関連 34件
• RRIに向けた制度的変化 47件
• シチズンサイエンス関連 29件
• オープンアクセス関連 4件
• サイエンスコミュニケーション関連 9件

 Horizon 2020, Horizon Europe: 人
文・社会科学（SSH）統合

助成されたプロジェクトの内容(例）

 自然科学・工学系のプロジェクトに付随又はサポートする形でRRIについて検討
 RRIに関する概念整理
 RRIを組織や地域で導入するためのToolkit・チェックリスト・ガイドライン・ハンドブックの作成、研修コースの設立
 RRIに関する実践の収集しつつ、人的ネットワーク構築（欧州域外も含む）
 公的研究機関や高等教育機関だけでなく、産業、企業におけるRRIの実践も重視 25

科学と社会

 EUでは科学技術と社会に関連する研究プロジェクトへのファンディングを強化

Science and 
Society

Science in 
Society

Science with 
and for Society 

出典:Delaney et. al., 2020

EU Framework Programmeにおける科学技術と社会に関連する助成規模

プログラム名

(2002-2006) (2007-2013) (2014-2020)（期間）



RRIに関する指標事例
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出所:MoRRI Project (2018). Summarising insights from the MoRRI Project. http://www.technopolis-group.com/wp-
content/uploads/2018/05/Final_report_MoRRI.pdf

軸 指標数 指標名（例）

ジェンダー 10 ・男女共同参画計画を持つ研究実施機関の割合
・ジェンダーに関わる研究内容を推進する研究助成
機関の割合
・研究実施機関における女性の代表者の割合

科学リテラ
シーと
科学教育

4 ・高等教育機関におけるRRIに関連する研修
・研究実施機関におけるシチズンサイエンスの活動

パブリック
エンゲージ
メント

10 ・科学技術の意思決定における市民参加モデル
・科学技術の意思決定への参加に対する市民の選
好
・研究機関レベルにおけるパブリックエンゲージメントの
実績

オープン
アクセス

6 ・オープンアクセスによる文献
・オープンアクセスに対する市民の認識

倫理 3 ・研究実施機関における倫理
・研究助成機関における倫理インデックス

ガバナンス 3 ・RRIに関するガバナンス（合成指標）
・研究実施機関や研究助成機関においてRRIを推
進するための制度的なガバナンス機構の有無

科学と社会

 RRIのモニタリングとして使用する36の指標を特定

RRIの進捗に関する29か国のクラスター結果

パブリックエンゲージメントに関する指標事例



ビジョンに基づく科学と社会の参加型指標開発の試み
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望ましい社会像・ビジョンは?

科学と社会の理想的な
関係は何か?

どのような行動を取るべきか?
誰が行動すべきか?

人々の行動をどのよう
に評価・測定すべきか?

科学と社会

政策研究大学院大学 SciREXセンター 「科学技術イノベーションと社会に関する測定」 PJ（2016年4月～2019年3月）

 概要
科学技術イノベーションと社会の関係性を俯瞰的・網羅的に捉えつ

つ、望ましい社会ビジョンからバックキャスト的に指標案を作成

市民、サイエンスコミュニティー、政策立案者、企業関係者、メディア
等に向け、より良い生活・社会を目指して行動変容を促す指標とな
ることを意図

複数回のワークショップを開催し、参加者の議論を通じて、６つの
ゴール、20のターゲット、195のアクション、238の指標リストを作成

ゴール Bにおける指標案の例示6つのゴール

検討プロセス

Okamura, A. and Nishijo, K (2020). “Constructing vision-driven indicators to enhance interaction between science and society”, 
Scientometrics, https://doi.org/10.1007/s11192-020-03598-z. (Published: July 22, 2020)



まとめ:科学技術と社会の指標

 科学技術と社会に関する重要性は高まり、人文・社会科学からの貢献に期待
 欧州をはじめとして、政策におけるRRIのコンセプトが浸透し、関連ファンディングも強化
 今後、RRI的な活動を行う人社系の評価についても課題になっていくことが想定される

 科学技術と社会の指標化
 現状把握及び今後の指針に資する指標化・測定も今後必要となっていく可能性が高い
 現時点では様々な試行錯誤が各所で行われている状況であるが、理論的・技術的・

実務的課題も存在
 特に重要と思われるテーマ（例） （欧州や国内事例での検討を踏まえて）

• 科学技術の不確実性・リスクの理解・受容
• STIと格差・不平等問題
• STIのプロセスや意思決定への参加、民主化
• STIのリテラシー、教育、生涯教育
• ウェルビーイング、幸福度、価値観との関係

 指標設定における参加型の考え方
 指標作成の取組自体においても、例えば指標の設定自体が未来志向であるとともに、多

様なステークホルダーの意見を参加型で取り入れるなど、RRIが重視する多様性・包摂性、
予見性・省察性、応答性、開放性・透明性という考え方は参考になるだろう

28

科学と社会
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参考



2021年度定員： 44名2021年度予算額 ：約８億円
組 織予 算

国の科学技術や学術の振興の政策立案プロセスの一翼を担うために設置された国家行政組織法に
基づく文部科学省直轄の国立試験研究機関（1988年7月設置（資源調査所改組））。

組織の性格

組織概要

30

所長 佐伯 浩治

総務研究官 岡谷 重雄

第1研究グループ 客員総括主任研究官 伊地知 寛博

第2研究グループ 総括主任研究官 富澤 宏之

第1調査研究グループ 総括上席研究官 星野 利彦

第2調査研究グループ 総括上席研究官 堀田 継匡

データ解析政策研究室 室長 林 和弘

科学技術予測・政策基盤調査研究センター センター長 伊神 正貫
基盤調査研究グループ

動向分析・予測研究グループ

研究支援部門

科学技術の経済社会への効果等

科学技術の研究開発システム等

科学技術人材、科学技術と社会の関係等

産学連携、大学ベンチャー、地域イノベーション

DXの進展を踏まえた革新的なデータ解析手法の開発

科学技術・学術振興の基盤的データ等【顧問】 2022.1.4時点（敬称略）
 黒田昌裕（慶応義塾大学 名誉教授）
 小林 喜光（株式会社 三菱ケミカルホールディングス 

取締役会⾧） 
 里見 進（独立行政法人 日本学術振興会 理事⾧） 
 篠原 弘道（日本電信電話株式会社 取締役会⾧）
 田中 明彦（国立大学法人 政策研究大学院大学 学⾧） 
 辻 篤子（中部大学 特任教授、科学ジャーナリスト）
 西尾 章治郎（国立大学法人 大阪大学 総⾧）
 向井 千秋（学校法人 東京理科大学 特任副学⾧） 
 室伏 きみ子（国立大学法人 お茶の水女子大学 学⾧） 

科学技術予測・動向分析等

上席フェロー 塩満 典子
赤池 伸一

・総務課 課長 田島 亘 ・企画課 課長 宮地 俊一

30
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負担源別研究開発費(全大学等)

 人文・社会科学の研究開発費(全大学等)の負担源の内訳をみると自己資金(運営費
交付金及び施設整備費補助金を含む)が92%を占める。他分野と比べて、自己資金
割合が高い。

注1:研究開発費中の人件費について、研究専従率を考慮した値を示している。
注2:人文・社会科学: 文学、法学、経済学、その他の人文・社会科学、 その他: 家政学、教育学、その他

自己資金(運営費交付金及び施設整備費補助金を含む)
政府(受託費、科学研究費、補助金等)

出典: 『神田由美子 伊神正貫，「研究専従換算係数を考慮した日本の大学の研究開発費及び研究者数の詳細分析」，調査資料-297，
文部科学省科学技術・学術政策研究所』を用いて再集計
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※国立大学が国から受け入れた運営費交付金
及び施設整備費補助金は、自己資金として計
上されている。



大学及び公的機関における学問分野別の研究者数
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日本の公的機関における専門別研究者

(A)国立大学 (B)公立大学

(C)私立大学

出典:科学技術指標2021, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-311(2021)



日本の企業における研究者の専門分野(2020年)
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• 「情報科学」を研究(業務)内容としている研究者
の半分以上が、情報通信業に所属。

• 研究者に占める製造業の割合は約9割
• 「人文・社会科学」の研究者は企業研究者の
1.3％のみ。

注:研究者の専門分野は、研究者の現在の研究（業務）内容により分類されている。ヘッドカウント値(実数)である。
出典:科学技術指標2021, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-311(2021)
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 人文・社会科学は理工農学と比べて、いずれの業務区分においても、
女性研究者の割合が高い。

研究者に占める女性研究者の割合(分野別、大学等)
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注: ヘッドカウント値(実数)である。

2017年

出典:総務省の科学技術研究調査をもとに科学技術・学術政策研究所が作成
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人口100万人当たりの学位取得者の国際比較

 主要国の中では日本のみ人口100万人当たりの修士、博士号取得者数が減少。日本
は他の主要国と比べて、人文・社会科学系における修士、博士号取得者数が少ない。
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注1:米国の博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されている“Doctor's degrees”の数値から医学士や法学士といった第一
職業専門学位の数値のうち、「法経」、「医・歯・薬・保健」、「その他」分野の数値を除いたものである。

注2:中国については、分野別の数値は不明。
注3:各分野分類については右記が含まれる。

人文・社会科学:人文・芸術、法経等、自然科学:理学、工学、農学、医・歯・薬・保健、その他:教育・教員養成、家政、その他

人文・社会科学系 自然科学系 その他 分野分類不明

(B)修士号取得者数 (C)博士号取得者数(A)学士号取得者

出典:科学技術指標2021, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-311(2021)

人文・社会科学 日本 米国 ドイツ フランス 英国 韓国 人文・社会科学 日本 米国 ドイツ フランス 英国 韓国 人文・社会科学 日本 米国 ドイツ フランス 英国 韓国

年度 2019 2018 2018 2018 2018 2019 年度 2018 2018 2018 2018 2018 2019 年度 2018 2018 2018 2018 2018 2019

学士号取得者数
(人口百万人当たり)

2,246 3,149 1,664 1,986 3,133 3,028
修士号取得者数
(人口百万人当たり)

115 1,150 935 1,493 2,032 771 博士号取得者数
(人口百万人当たり)

13 56 74 58 109 95

日本を1とした場合 1.0 1.4 0.7 0.9 1.4 1.3 日本を1とした場合 1.0 10.0 8.2 13.0 17.7 6.7 日本を1とした場合 1.0 4.2 5.5 4.3 8.1 7.1



 2020年度の大学院修士課程入学者数は、全体で7.2万人。2010年をピークに減少傾向。
 人文・社会科学に注目すると、社会科学では2001年、人文科学では2005年をピークに減少。
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注: その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」 

社会科学 10,357(2001年) → 6,305(2020年)
人文科学 5,783(2005年) → 4,035(2020年)

出典:科学技術指標2021, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-311(2021)
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 大学院博士課程の入学者数は、2020年度は1.5万人であり、2003年度をピークに減少傾向。
 人文・社会科学に注目すると、人文科学では2000年、社会科学では2003年をピークに減少。
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注: その他は「商船」、「家政」、「教育」、「芸術」、「その他」

社会科学 1,700(2003年) → 862(2020年)
人文科学 1,710(2000年) → 892(2020年)

出典:科学技術指標2021, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-311(2021)
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GtR ‒ Outcomes 項目一覧 (1/3)
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GtR ‒ Outcomes 項目一覧 (2/3)
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GtR ‒ Outcomes 項目一覧 (3/3)
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